
（中小企業共通EDIなどについて）

令和２年２月
中小企業庁 経営支援部 技術・経営革新課

実証実験結果をご紹介！
商取引から決済までの一貫したデータ活用
による業務効率化効果
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https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/keieisien/smart_edi

上記のQRコードまたはURLから、スマホ、PC等でWebアンケートにご回答下さい。
回答集計結果は希望者にメールで送付するほか、今後の施策検討の基礎資料として活用さ
せて頂きます。

２～３分で回答出来る簡単なアンケートです。
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1．企業間データ連携の意義
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1.データ連携によるＩＴ導入効率の向上
 業務領域や一企業の枠を超えて連携することでITの効果は飛躍的に高まる。
 IT導入の効果を高める上では、複数の業務領域間でデータ連携を図ることが重要。
 さらに、企業間でデータ連携を行うことで一層の生産性向上が期待できる。
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図１ 連携している業務領域の数と労働生産性
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［業務領域の区分：財務会計／人事労務／顧客管理／在庫管理／受発注］

図２ 「攻めのIT」の実施に向けた企業間連携の状況
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図1：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング(株)「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」(2017年12月)
図2：経済産業省「情報処理実態基本調査」再編加工。
(注)1.「攻めのIT」とはコスト削減だけでなく売上や付加価値拡大を実現するためのIT活用をいう。

2「連携している」は、「同業種の企業」、「業界を超えて他業種の企業」、「グループ企業」の少なくとも1つと連携している企業である。

【事例】株式会社今野製作所(東京都足立区)

同業他社との共同受注・生産管理システムを構築し、
企業間データ連携を行うことで、付加価値向上を図る企業

【企業概要】
東京都足立区の板金加工事業者。

（従業員36名、資本金3,020万円。）

【具体的な取組】
自社内のクラウド活用で成果を上げていた同社は、得意

分野の異なる同業他社2社との共同受注を立案。
⇒共同受注案件の生産進捗や引き合い状況をクラウド

上で3社間で共有するITシステムを構築。
⇒顧客向けのポータルサイトも設置。

【効果】
共同受注した案件は、年間15件（引き合いは30件）

【コスト】
ランニングコストは月額1.5～3万円程度。

（自社でのアプリ開発は別途必要。）

今野浩好社長



２．中小企業共通EDI（※）

（中小企業の受発注様式を一つに）
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※EDI＝Electronic Data Interchange。電子データ交換。
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2-1．受発注業務のデジタル化状況
 従来の受発注業務のデジタル化は、業種ごとに大企業中心で標準化が進められてき
ている。サーバーの設置や専用線接続が前提のものが多く、中小企業には普及が進
んでいない。また、業種間の取引はほとんど考慮されておらず、複数の業界と取引の有
る中小企業には使いにくい。

出所：経済産業省 平成３０年度電子商取引に関する市場調査
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/statistics/outlook/ie_outlook.html



2-2.中小企業のEDIの現状
従来のアナログ手法（FAX、電話、帳票等）の取引に比べ、業務の効率化が期待できるEDI

（Electronic Data Interchange：電子データ交換）の仕組みはかねてより存在していたが、中小
企業においては以下にあげる背景があり、普及に至っていない。
 大企業が導入した固有仕様の受発注システムと中小企業の社内業務システムを接続するためには、カスタマイズが

必要であり、高額のシステム改修費用が必要となる

 大手・中堅企業と中小企業の取引には情報システムが利用されているが、発注企業ごとに取引情報システムが異
なるため、受注者である中小企業は多画面（多システム）を使用しなければならず事務処理に手間がかかる

出所：公益財団法人 全国中小企業取引振興協会 2016年7月「規模別・業種別の中小企業の経営課題に関する調査（要旨）」
http://www.zenkyo.or.jp/it/pdf/houkoku_h27.pdf

業種別 中小企業のEDIの普及状況（2015年）
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中小企業の企業規模別
EDI等のITツール利用状況（2015年）
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企業規模が大きくてもEDI導入は30%以下であるが
規模が小さくなるにつれ、更に導入割合は下がる

卸売業など、業種によってEDIの普及割合の高い業種もあるが、
それら業種でも普及率は30%に満たず、10%程度に留まる業界も多い
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※ 企業規模の区分は、有効回答分について売上規模で4等分し分類したもの



2-3.中小企業の商取引の現状
中小企業の多くは依然FAXを利用した紙帳票の交換で商取引を行なっており、このことが次の例に示すよ

うに生産性向上を妨げる問題となっている。
 紙帳票の交換で商取引を行なっているため、社内業務システムとのデータ連携が手作業になり、業務処理 の生産性

低下や遅延を引き起こしている。
 取引決済段階においては、受注企業から発注企業への請求金額と、発注企業から受注企業への支払金額が一致しな

いケースが発生するが、支払い金額の明細が示されないためその差異解明に多くの無駄な時間を費やしている
 近年、第４次産業革命や様々なデータ連携の実現などによるデジタルトランスフォーメーションが求められているが、いずれ

も企業間デジタルデータ交換を必要としており、中小企業の現状ではこれらの新しい動きに対応できない

FAXを用いた非効率な商取引（例） 赤字下線が生産性向上を妨げている手作業

発注企業 受注企業

大企業も含めた受注企業・発注企業双方に、商取引の都度、手作業工数が発生している
（大企業にも中小企業との取引のためにFAXが残っている。）

注文書を印刷し、FAX送信

受信した注文書を社内システムに手入力

注文書に注文請け回答を手書きしてFAX送信後、
ファイリング・保管

請け回答と注文が異なる場合、社内システム
に手入力後、請け書をファイリング・保管

FAX送信

FAX送信
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2-4.受発注情報等の企業間データ連携（サプライチェーンにおけるIT化）

受発注業務のIT化は、発注企業ごとにシステムが異なり複数対応が必要であるほか、中小
企業では電話・FAXが主流であり、データをビジネスに活用する基盤がない状況。

① 発注側企業が独自にシステムを構築
→業界EDIが相互に繋がらない

② 受注側企業は発注側企業ごとの複数のシステムを導入
→取引先ごとにシステムが異なるため、多画面（多システム）を使用しなければならず非効率的

③ 中小企業は電話・ＦＡＸによるやり取りのまま
→転記ミス、入力ミス、書類の紛失等トラブルが発生 9

受発注業務のＩＴ化（商流EDI）の実態
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2-5.多画面問題とは

（資料）「平成29年度中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業」による「決済・商流情報連携基盤システム活用ガイドブック（支援者編）」より引用

 発注企業が独自仕様で構築したWEB-EDIに対応するために、中小企業では複数のWEB-EDI
の画面ごとに異なる受注作業が必要（多画面）。

 データがダウンロード出来ず、印刷した帳票から中小企業側のシステムに入力し直す場合もある。
 手作業が介在し、企業間データ連携のメリットを享受出来ない。
 WEB-EDIの仕様で対応ブラウザを限定されて、複数の受注用コンピュータの用意が必要となる場

合もある。

※RPAの導入は、取引先が多く、取引件数が少ない傾向にある中小企業にとってはコストパフォーマンスが良くない。



2-6.業種の垣根を越えたデータ連携システムの仕様検討

このような状況を受け、平成28年度補正予算事業にて、12地域・業界を選定し、国連
CEFACTに準拠した共通辞書を用いて、それぞれの業種・地域毎のEDIの仕組み・システ
ムの連携、さらには各グループのEDIを連携できるよう、業種の垣根を越えた企業間ビジネス
データ連携基盤の仕様を策定、実証事業を実施。
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業種の垣根を越えたデータ連携の仕組み

※受注企業はプロバイダー１社と契約していれば複数の発注企業と同じ発注様
式・手順で受発注のやり取りが可能

共通辞書

国連CEFACT
国際標準

中小企業共通EDI
準拠プロバイダ

変換

変換

システムB

共通
I/F

共通
I/F

業務アプリ 業務アプリ

システムA

発注企業A 発注企業B

受注企業C 受注企業D



参考.中小企業共通EDI活用のイメージ図

「共通EDI」は、中小企業が過度な負担なく導入できる有力な仕組みの選択肢
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B社に合わせた受発注作業
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活用前

共通
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活用後 ♪

受発注を行う中小企業 取引先企業
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 自動車、水インフラ、農林水産、輸出、卸・小売、サービスの６つの業界での取組

 北海道、東京（多摩）、静岡、愛知、大阪の５つの地域での取組

 金融ＥＤＩ、生産管理情報との連携、物流のトレーサビリティなど受発注と連携する取組も
テーマ プロバイダー 発注企業 受注企業

1
農林水産業界（鮮魚）における日本とインドネシア間の
共通EDI連携 株式会社スマイルワークス

株式会社釣十
株式会社弘前丸魚

FIT JAPAN株式会社

2 北海道の中小企業における次世代共通EDI連携 株式会社イークラフトマン
有限会社まるとみ酒販
株式会社安岡

株式会社安岡
株式会社ホッカン

3 大阪発の中小製造業におけるビジネス情報共通EDI連携 株式会社エクス
株式会社ニプロン
コイズミ照明デバイス株式会社

株式会社KDエレクトロニクス
シャープ新潟電子光業株式会社

4 貿易手続に係る輸出業界の共通EDI連携 株式会社NTTデータ
製造業（電機メーカー）
食品卸

物流企業（フォワーダー）
保険会社

5 業務品の卸・小売業界における共通EDI連携 株式会社インフォマート
日本情報通信株式会社

株式会社ツチハシ
日洋物産株式会社

花王プロフェッショナル・サービス株式会社

6 豊田商工会議所における商工会議所モデル共通EDI連携 株式会社グローバルワイズ

豊田商工会議所
株式会社眞栄
宮田電工株式会社
小島プレス工業株式会社

株式会社サンプロテック
株式会社日本クリーナー
株式会社豊栄・サナゲ印刷
井上自動車販売
丸和電子化学株式会社

7 碧南商工会議所における中小企業共通EDI連携 株式会社グローバルワイズ
アイシン精機株式会社
日進工業株式会社

日進工業株式会社
碧南トヨタ株式会社
有限会社イシカワ
マリンサービス
有限会社杉文

8 中小サービス業界におけるクラウド型共通EDI連携 株式会社スマイルワークス
株式会社イーシーセンター
昴テクノロジー株式会社

株式会社イーシーセンター
昴テクノロジー株式会社

9 自動車業界における共通EDI連携 トヨタWG共通EDI推進協会
株式会社西浦化学
小島プレス工業株式会社

株式会社鈴木化工
吉良化成株式会社
丸和電子化学株式会社

10 多摩地域活性化のためのビジネス情報共通EDI連携 武州工業株式会社 武州工業株式会社
市村酸素株式会社
有限会社ケイ・ジー・エス
原工業所株式会社

11 水インフラ業界における共通EDI連携 メタウォーター株式会社
メタウォーター株式会社
メタウォーターサービス株式会社
ハイブリッドケミカル株式会社

稲垣薬品興業株式会社
ハイブリッドケミカル株式会社

12 静岡発エンジニアリングチェーンにおける共通EDI連携 株式会社グローバルワイズ
矢崎部品株式会社
伊豆技研工業株式会社
ダイトロン株式会社

伊豆技研工業株式会社
ダイトロン株式会社
株式会社ケイエスワイ

（参考）実証プロジェクト一覧
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• 業務品を提供する大手企業と業務品を扱う卸・小売業の受発注を対象とした実証プロジェクト
• 多種多様な中小企業の実態に合わせ、どのような業務実態であっても柔軟に取引業務のＥＤＩ化を

実現
• 出荷／仕入、請求／支払までシームレスな情報流による業務効率化に発展

（事例１）業務品の卸・小売業界における共通ＥＤＩ連携
～ 実証プロジェクトの概要 ～ （管理法人：花王株式会社）

本事業の成果見込

事業終了後の普及計画

実証参加企業

約７，３００ある管理法人の顧客（卸・小売事業
者）へ展開し、２０２０年までに最大１，０００、
２０２２年までに最大５，０００を目標に展開する。

＜中小企業側＞
・仕入れ商品の問い合わせ作業を効率化する。
・メーカー別の発注書への転記作業をゼロにする。
・メーカー別の発注書のＦＡＸ送信作業をゼロにする。
＜管理法人ほかメーカー企業側＞
・新商品、商品改廃、価格等の連絡業務を効率化する。
・ＦＡＸ受注の入力作業をゼロにする。

共通ＥＤＩサービスプロバイダ
株式会社インフォマート、日本情報通信株式会社

業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ提供事業者
花王株式会社

発注企業 受注企業

システム連携

業務利用業務利用

業務品 卸・小売業
（２社）

花王
プロフェッショナル・サービス
株式会社

業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ提供事業者
自社開発／パッケージ／無

ユーザー
企業計

2018年 2019 2020 2021 2022
100口座 500 1,000 2,000 5,000

現在までの実績
実証プロジェクトに参加後、2018年に253カ所の取引
先が、共通EDIを利用した発注に切り替え。2019年中
はさらに900の取引先にFAXから共通EDIへの切り替え
を求める計画。（日経コンピュータ2019.7.11より）
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 受発注業務を効率化できるようクラウドサービスを活用した導入実証を実施。

 メーカーへの発注⇒仕入データの取込み⇒会計ソフトへのデータ連携を実現。

企業情報

企業名 日洋物産株式会社

所在地 神奈川県横須賀市

事業内容 オフィス・医療・介護・厨房
・家庭関連の商品の販売と
サービスの提供

ＥＤＩ実証導入内容

・発注業務を効率化するためのＷeb受発注
クラウドサービスを導入。

・販売管理ソフトおよび会計ソフトとのデータ連
携も実施。

15

（事例１）中小企業のＥＤＩ実証導入事例①（日洋物産株式会社）

発注書の手書き業務から解放！
・発注リスト（お気に入り登録）機能を活用
・過去の発注履歴、納品状況がひと目でわかる

これまで
の手書き作業 書類の束

クラウド
活用

データ
２次活用

会計ソフトへもデータを連携させ、仕訳入力を効率化！
・クラウドサービス側からの仕入れデータエクスポート
機能と会計ソフト側でのデータインポート機能を
活用し入力作業を０化



 自動車業界の２次・３次仕入先が参加する実証プロジェクト
 簡易的なかんばん発注管理のクラウドサービスを提供し、小規模な取扱いの企業においてもかんばんによる

手配業務を容易に実現
 同時に、用品取引用の中小企業共通EDIと連携し、手配業務の簡素化・効率化を目指す

本事業の成果見込

事業終了後の普及計画

実証参加企業

トヨタWGやトヨタWG共通EDI推進協会及び、１次
部品メーカの協力の下、2020年までに270社、2022年
までに600社の導入を目指す。
（直送支給品の支給先を含む）

実証参加企業のかんばんによる受発注業務（かん
ばんハンドリング、伝票発行等）をシステム化する
とともに、調達リードタイムの短縮（在庫低減）、
精度向上を図る。

トヨタWG共通ＥＤＩサービスプロバイダ
トヨタWG共通EDI推進協会

業務アプリケーション提供事業者
トピックス株式会社

発注企業 受注企業

システム連携

業務利用業務利用

〇自動車部品製造業
(株)西浦化学
小島プレス工業(株)

〇自動車部品製造業
(株)鈴木化工
吉良化成(株)

他、25社※

ア
ド
バ
イ
ザ

ト
ヨ
タ
Ｗ
Ｇ

助言

助言

受注企業

〇用品販売
丸和電子化学(株)

業務利用

中小企業共通EDI
サービスプロパイダ

連携

（事例２）自動車業界における共通EDI連携
～ 実証プロジェクトの概要 ～ （管理法人：トピックス株式会社）
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※スギヤマプラスチック,日新化工,サンコー技研,フジゲン,カワイハイパーウッド,住友商事,
扇港産業,アイコー,加藤工業所,児玉化学工業,ヤマトインダストリー,東北日発,柳河精機,
コロン,東京特殊硝子,緒方製作所,鈴木鍍金工業,丸三製材,柴田塗装工業所,マツイ,ユケン工業,
巴興業,塚田理研工業,東亜電気工業,ギフハイテック

現在までの実績

トヨタWG共通EDIの現在の加入状況は、加入者数726
社、1,861拠点。（2019年9月末時点、（一社）トヨ
タWG共通EDI推進協会のHPより）



 部品調達の精度向上、調達リードタイム短縮に向けＥＤＩ導入実証を実施。

 ＥＤＩ導入により在庫数の低減、調達業務の簡素化・効率化を実現。

企業情報（発注側）
株式会社 西浦化学
所在地 愛知県蒲郡市
事業内容 製造業
事業規模 200名（売上高 50億円）

ＥＤＩ実証導入内容
・データ伝送による部品調達指示。（納入指示、出荷・受領実績の授受）
・併せて、調達業務の効率化をサポートするため、 “かんばん”を有効活用する
アプリケーション、ハンディスキャナーの導入。

17

（事例２）中小企業のＥＤＩ実証導入事例②（（株）西浦化学 ⇒（株）鈴木化工）

ＥＤＩ実証導入時に工夫した点①
・ システム操作に不慣れな方でも簡単に操作でき、

かつ業務効率を向上を実現するアプリケーション作成。
・ 国連CEFACTメッセージに対応し、部品調達のみではなく

事務用品などの手配にも利用可能な汎用性。

ＥＤＩ実証導入時に工夫した点②
・ 発注企業のみではなく、仕入先側も合わせた業務効率化。
⇒仕入先側は、受注情報をもとに、かんばん／納品書を自動作成（印刷）

することで、手作業で発生していた業務工数を大きく削減。
併せて、情報をシステム管理することで業務精度も向上。

企業情報（受注側）
株式会社 鈴木化工
所在地 愛知県西尾市
事業内容 製造業
事業規模 ４名（売上高 1.7億円）



2-７.「中小企業共通EDI標準」の公開
 プロバイダが、ユーザー企業の固有注文情報を、国連CEFACT準拠の共通辞書の意味情報に従い変換

を行うことで、仕様の異なる取引先の固有注文情報として認識できる仕組みを規定。

 2018年3月に実証事業事務局の次世代企業間データ連携調査事業サイトにて「中小企業共通ＥＤＩ標準」
（初版）を公開。現在は、複数税率等に対応した第２版を公開中。

 公開された仕様に基づき、誰でも対応システムの実装が可能。

18※第２版仕様掲載ＵＲＬ（ITコーディネータ協会のHP)→ https://www.itc.or.jp/datarenkei/edi_ver2.html

中小企業共通EDI標準の仕様イメージ

企業Ａ
中小企業共通EDI

標準対応業務アプリ

取引先企業Ｅ
個別の業務アプリ

取引先企業Ｂ
中小企業共通EDI標準
対応業務アプリ

取引先企業Ｃ
中小企業共通EDI標準
対応業務アプリ

取引先企業Ｄ
中小企業共通EDI標準
対応業務アプリ

中小企業共通EDI標準
対応プロバイダ

中小企業共通EDI標準
対応プロバイダ

中小企業共通EDI
標準の規定する範囲

業界標準EDIの
プロバイダー等
個別受発注システム

変
換

変
換

変
換

変
換

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

国連CEFACT準拠 共通辞書

参照 参照

18



（参考）共通EDIを導入するメリット
 中小企業共通EDI（共通EDI）を導入することで、①作業効率向上、②人的ミス軽
減、③取引記録の検索性向上などのメリットが得られる。

 更に、取引データやシステムを、他のシステムと連携活用することも可能となる。

見積書・注文書・請求書等のデータ
統一

フォーマット

統一フォーマットだから
入力が簡単！

A社
統一

フォーマット

B社
統一

フォーマット

共通
EDI
導入後 ♪

統一されたフォーマットのため、作業がしや
すく、効率が良い。
注文書や請求書などをデータ化して取引
するため、紙の書類作成・送付・受注など
一連の作業にかかる手間が大幅に削減。

共通EDIを導入すると、発注側が入力し
たデータは取引先に自動的に登録。
登録されたデータは、納品書や請求書等
の作成に活用可能なため、書類作成時
の入力ミスを軽減。

取引の記録をデータ化して保存しているため、
短時間で容易に検索することが可能。しか
も、書類保存と比較して、大量の保管場所
は不要。

取引データやシステムを他のシステムと連携活用すれば、売掛
債権の消し込み作業の効率化（→「3．受発注と決済のIT
による連携」参照）や、自動補充発注など、FAXなどのアナ
ログ取引では出来なかった更なる効率化、付加価値創出も
可能。 19



3．受発注と決済のITによる連携

（掛取引管理の自動化）

20



3-1.中小企業の決済業務は依然非効率
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振込を行う場合に用いている手段・件数 入金消込業務にかかる月間の平均時間

半数以上の中小企業が
銀行窓口やATMに出向いて代金支払い

半数以上の中小企業が
入金消込業務に月5時間以上の手間

53.8％

計 56.1％

振込を行う場合に用いている手段・件数入金消込業務にかかる月間の平均時間

中小企業庁 2017年3月「決済事務の事務量等に関する実態調査 調査報告書」
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H28FY/000685.pdf 21



* ZEDI（ゼディ）：「全銀EDIシステム」の愛称

お金を受け取る企業
（受取企業）

お金を振り込む企業
（支払企業）

ZEDI
活用前

総合振込の際に
設定可能な情報

売掛金と
入金額が合わない！

問合せで
大変だ！

EDI情報が拡充された
おかげで、売掛金と入金額
の照合が楽になったよ

業務に集中できるように
なってよかった

売掛金の消込作業が効率化 問合せへの対応負担が軽減設定可能な情報が拡充

ZEDI活用による総合振込時のEDI情報拡大により、企業の決済業務負荷が減

振込先・
金額情報

EDI情報
（20桁）

振込先・
金額情報

ZEDIで
拡充

拡充されたEDI情報
（XML電文）

全国銀行協会（https://www.zenginkyo.or.jp/abstract/efforts/smooth/xml/）
全国銀行資金決済ネットワーク（https://www.zengin-net.jp/announcement/）詳しくは

ZEDI
活用後

参考：「全銀EDIシステム(ZEDI*)」稼働（2018年12月）
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3-2.中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業概要(平成29年度補正予算事業）

商取引における請求、支払は複数案件の一括処理が一般的であるが、請求、支払金
額の紐付け（消込作業）は手作業で行っている中小企業が多く、非効率。受発注から
入金までシステム間のデータ連携が実現することで、消込作業の自動化が可能。

平成29年度の受発注情報に係るEDI実証事業、及び、金融機関の送金情報への商
流情報の添付が可能となる全銀EDIシステムの稼働を踏まえ、受発注から決済までの
一連の業務をつなぐためのEDI連携基盤整備に関する実証を実施。

23

決済・商流情報連携基盤

（⾦融EDI連携基盤）
（買掛金を自動消込） （売掛金を自動消込）

※
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3-3.事業の実証成果
 関係者の協力を得た実証調査により、商流・決済連携の効果を確認。
 今後は、商流・決済連携活用の普及に向けて、関係者の更なる協力が重要。

発注 受注
商流 51.1 34.8
決済 58.2 55.4
合計 55.6 37.5

数値外の副次的効果
 記載ミスによる手戻り工数減
 納品毎に支払可能な環境を確認

商流・決済連携の効果
本事業の実証調査における生産
性向上効果（業務時間削減率）

４プロジェクト５地域での実証
北海道 イークラフトマン
豊田・静岡 グローバルワイズ
ERP（東京） スマイルワークス
岐阜 ﾐﾗｲｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ

実証成果報告会
• 平成31年3月に都内にて、実証調査の成果報告会を開催。
• 実証関係者から、商流・決済連携活用による生産性向上の

効果について発表すると共に、今後の普及構想などを発表。

成果報告会での集合写真
（前列左から、全銀協、金融庁、松島部会長、岡田委員長、中企庁、日商、ITコー
ディネータ協会。後列左から北海道プロジェクト（以下、PJ）、ERPPJ、豊田・静岡
PJ、つなぐITコンソーシアム、国連CEFACTコーディネータ、岐阜PJの各関係者）

（出典：「平成29年度中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業」報告書）



 プロジェクト幹事法人をはじめとした、発注企業、受注企業でコンソーシアムを構成。
 金融機関も参画し、４つのプロジェクトで実証実施。

参考：実証プロジェクト一覧

プロジェクト名 プロジェクト幹
事法人 発注企業 受注企業 実証に参加した

金融機関 実証した業種 EDI種別

1

北海道の地
域企業間に
おける電子決
済の実証検
証

株式会社
イークラフトマ
ン

株式会社辻野商店
株式会社田西会館

有限会社浅野
農場

北洋銀行 流通（卸・小
売）

中小企業
共通EDI

2
豊田・静岡
連携プロジェ
クト

株式会社グ
ローバルワイ
ズ

小島プレス工業株式会
社

株式会社眞栄 三菱UFJ銀行
静岡銀行

造園業 中小企業
共通EDI

矢崎総業株式会社（も
のづくりセンター）
伊豆技研工業株式会
社

伊豆技研工業
株式会社
株式会社ケイエ
スワイ

三菱UFJ銀行
静岡銀行

製造業

3
クラウドERP
＋EDI＋
ZEDI連携プ
ロジェクト

株式会社ス
マイルワークス

株式会社柳田織物
株式会社イーシーセン
ター

株式会社イー
シーセンター
株式会社柳田
織物

みずほ銀行 サービス業 中小企業
共通EDI

4
大垣惣菜
EDIプロジェク
ト

株式会社ミラ
イコミュニケー
ションネット
ワーク

株式会社デリカスイト 株式会社飼沼
株式会社烏骨
鶏本舗

大垣共立銀行 流通（卸・小
売）

個別EDI

25



本事業における生産性向上効果の結果は以下の通り。全てのモデルプロジェクトで
の計測結果を平均すると、商流プロセスにおいて発注企業：51.1% 受注企業：34.8%、
決済プロセスにおいて発注企業：58.4% 受注企業：55.4%の生産性向上効果が見ら
れた。

➡商流・決済情報の連携活用による高い生産性向上効果とSCCC（※）改善可能性を
確認。

注文

出荷

検収

請求

決済

全体

発注 受注

北海道 豊田・静岡 ERP 岐阜

商流

合計

43.5% 41.7%

- 34.1%

56.2% -

48.7% 34.5%

51.1% 34.8%

58.4% 55.4%

55.7% 37.5%

発注 受注
48.4% 25.5%

- 0.0%

54.6% -

- -16.1%

50.2% 7.1%

72.7% 33.0%

65.2% 16.8%

発注 受注
42.0% 4.8%

- 17.2%

56.5% -

48.7% 44.1%

42.8% 7.2%

46.7% 76.7%

43.2% 9.1%

発注 受注
49.3% 93.0%

- 85.0%

84.1% -

- 82.8%

77.7% 88.0%

29.5% 70.5%

61.2% 85.7%

発注 受注
34.4% 43.3%

- -

29.7% -

- 27.0%

33.7% 36.9%

84.6% 41.6%

53.2% 38.5%

生産性向上効果（削減率）一覧

（参考）商流・金融EDI連携の実施結果（モデルプロジェクト別）

※SCCC（サプライチェーン・キャッシュコンバージョンサイクル）とは、サプライチェーン全体における資金効率化度合いを測る指標であり、
受取債権回転期間＋棚卸資産回転期間＋買入債務回転期間で算定する。 26



4．受発注業務などのIT化の推進

（中小企業取引のデジタル化）

27
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4-1.中小企業庁によるEDI普及の取組み
 企業間取引における受発注や決済等を電子的にやり取りするEDIを普及させるべく、中小企業庁

では、受発注データに関わる「中小企業共通EDI」の仕様を策定し、実証事業によって金融
EDIと受発注EDIの連携による業務効率化の効果を確認（受注企業では40%近い業務時
間削減の効果を確認）。

 発注側の大企業にとっても業務効率化の効果が確認できたことから、今後は、大企業の協力も
求めつつ、サプライチェーン全体の幅広い中小企業へのEDI導入を目指す。

中小企業庁によるEDI普及の取組

H28補正事業

• 受発注データの標準化（「中小企業共通EDI」の仕様策定）
• 受発注EDI導入による業務効率化の効果を検証

H29補正事業

• 平成30年12月に全銀EDIシステムが運用を開始するに伴って、取引情報と支払い情報
を紐づけることによる業務効率化の効果を検証（消込作業の自動化）

今年度以降

• 上記実証事業で検証された効果を広く周知するとともに、軽減税率対応への有効性も考
慮しつつ、ものづくり補助金（※）やIT導入補助金等で導入を支援

※事業類型に新たに「サプライチェーン効率化型」を追加し、令和２年度当初予算として要求中。



4-2.つなぐITコンソーシアムの設立と導入支援
平成28年度補正予算事業の実証検証に参加したITベンダーを中心に、中小企業
共通EDIの普及推進を目的に、平成３０年４月に「つなぐITコンソーシアム」
が結成された。コンソーシアムは、中小企業共通EDIで生産性向上を目指す中
小企業を、導入検討から運用まで強力にサポート。

2929

つなぐITコンソーシアム メンバー
（令和元年11月中旬時点 37会員） ＜五十音順＞

• 株式会社アイティーフィット
• 株式会社アクロスソリューションズ
• 株式会社イークラフトマン
• 株式会社内田洋行
• 株式会社NTTデータ
• 株式会社eftax
• 株式会社ｵｰﾋﾞｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
• 株式会社ＯＳＫ
• コクヨ株式会社
• GMOﾍﾟｲﾒﾝﾄｹﾞｰﾄｳｪｲ株式会社
• 株式会社スマイルワークス
• 株式会社DTS
• Tranzax株式会社
• ピー・シー・エー株式会社
• フィラーシステムズ株式会社
• 株式会社りそなホールディングス
• 渡敬情報システム株式会社
• 社団法人トヨタＷＧ共通ＥＤＩ推進協会
• 特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会（事務局担当）

• アイル株式会社
• 株式会社アプストウェブ
• 株式会社インフォマート
• 株式会社エクス
• 株式会社エフ・ビー・エス
• 応研株式会社
• 株式会社オクトシステム
• 株式会社グローバルワイズ
• 株式会社サンアドバンス
• ジーニーラボ株式会社
• ツバイソ株式会社
• トピックス株式会社
• 株式会社日本ＳＩ研究所
• ファーストアカウンティング株式会社
• 株式会社ﾐﾗｲｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ
• 弥生株式会社
• 碧南商工会議所
• 一般社団法人クラウドサービス推進機構

問い合わせ先 03-3527-2185
9:30～17:00
（土・日・祝日除く）

https://tsunagu-it.com/cons/

※右記のほか、個人会員も参画。
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4-3.大企業と中小企業との取引による課題（合意形成）

 企業間データ連携の導入には、取引先との合意形成が必要となることが課題。
 中小企業側から大企業に対して、個別に中小企業共通EDIへの対応を働きかけても実現は難し

い。（A図）
 大企業側から、複数の取引先中小企業に働きかけて合意形成し、中小企業共通EDIによる取
引に切り替えていくのが、導入効果が大きく、実現しやすい。（B図）

 大企業が、定期的なシステムリプレースや、INSサービス終了などのイベント発生時に備えて行うシ
ステム改修に併せて、共通EDI対応も行うのが現実的。

 このため、大企業等が主導し、中小企業を束ねて面的にサプライチェーン全体の生産性向上を
推進する取り組みを促す。（30ページ「サプライチェーン効率化型の事業イメージ」を参照）

大企業から複数の取引先に同時に
共通EDI導入働きかけ（B図）

中小企業からのEDI導入働きかけ
（A図）
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４-４.発注側企業（大企業など）の対応メリット
 現在は、大企業にも中小企業との取引のためにFAXが残っている。
 受注企業に中小企業共通EDIが普及することにより、発注企業にとっても以下のような対応メリッ

トが考えられる。
① 取引事務の誤作業削減、スピードアップ
② 受注企業の誤作業や問い合わせに対応するコストの削減
③ 受発注手順や様式が標準化されていることから、新たな業界との取引が容易

中小企業

大企業

大手・中
堅企業

大手・中
堅企業

中堅・中
小企業

中堅・中
小企業

大企業

大手・中
堅企業

大手・中
堅企業

中堅・中
小企業

中堅・中
小企業

中小企業 中小企業 中小企業 中小企業 中小企業

つながるサービスプロバイダ
変換
変換

変換
変換

変換
変換

変換
変換

※発注企業が、中小企業共通EDIを用いて中小企業と取引するには、共通EDI対応プロバイダへの
接続や、自社様式と共通辞書との情報項目の対応付け（マッピング）が必要。

③
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４－５．サプライチェーン効率化型（大企業と中小企業の連携を支援）
 幹事企業・団体等（大企業含む）が主導し、中小企業等が共通システムを面的に導入し、デー

タ共有・活用によってサプライチェーン全体を効率化する取組等を支援します。（連携体は１０者
まで。）

 ※幹事企業が大企業の場合は、補助金支給の対象外。

 ※企業間連携型は、参画企業全ての事業計画の策定が必要である一方、サプライチェーン型は、
幹事企業が代表して事業計画を策定することが可能。

中小企業
幹事企業

（大企業、団体等）

同時に共通EDIなどの
導入働きかけ・とりまとめ

中小企業
中小企業

国 民間団体等

申請
補助

（補助上限額：１,000万円／者、
補助率 中小 1/2 小規模 2/3）

EDI導入事業等幹事企業等

定額補助

補助事業執行機関

サプライチェーン効率化型のイメージ図



ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業費
令和2年度予算案額 10.1億円（50.0億円）

中小企業庁 技術・経営革新課
03-3501-1816

地域経済産業グループ
地域企業高度化推進課
03-3501-0645

事業の内容 事業イメージ
事業目的・概要
中小企業等が行う、革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセス

の改善に必要な設備投資等を支援する、いわゆる「ものづくり補助金」を
当初予算化し、複数の事業者が連携する、波及効果の大きい取組を
重点的にします。

 「コネクテッド・インダストリーズ」の取組を日本経済の足腰を支える中小
企業・小規模事業者にも広く普及させるべく、事業者間でデータを共
有・活用することで生産性を高める高度なプロジェクトを支援します。

 また、地域経済を牽引する事業がもたらす地域経済への波及効果をよ
り高めるため、地域経済牽引事業計画の承認を受け、連携して事業を
行う中小企業・小規模事業者等による設備投資等を支援します。

加えて、幹事企業が主導し、中小企業・小規模事業者等を束ねて面
的に生産性向上を推進する取組を支援します。

当該事業を通じて、賃上げにも取り組んでいただきます。なお、積極的な
賃上げや被用者保険の任意適用に取り組む事業者は優先的に支援し
ます。

成果目標
事業終了後３年以内に以下の達成を目指します。

・補助事業者全体の付加価値額が９％以上向上
・補助事業者全体の給与支給総額が4.5％以上向上
・付加価値額年率平均３％以上向上及び給与支給総額年率平均
1.5％以上向上の目標を達成している事業者割合65％以上

１．企業間連携型
（補助上限額：2,000万円／者、 補助率 中小 1/2 小規模 2/3）
複数の中小企業等が連携して行う、以下のプロジェクトを最大２年間支援し
ます。（連携体は５者まで。）
①事業者間でデータ・情報を共有し、連携体全体として新たな付加価値の
創造や生産性の向上を図るプロジェクト
②地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画の承認を受けて連
携して新しい事業を行い、地域経済への波及効果をもたらすプロジェクト

２．サプライチェーン効率化型
（補助上限額：１,000万円／者、 補助率 中小 1/2 小規模 2/3）
幹事企業・団体等（大企業含む）が主導し、中小企業等が共通システムを
面的に導入し、データ共有・活用によってサプライチェーン全体を効率化する取
組等を支援します。（連携体は１０者まで。）
※幹事企業が大企業の場合は、補助金支給の対象外。
※企業間連携型は、参画企業全ての事業計画の策定が必要である一方、サプライチェーン型

は、幹事企業が代表して事業計画を策定することが可能。

(1)中小企業等
国

(2)幹事企業等

※事業計画期間において、「給与支給総額が年率平均1.5%以上向上」、「事業場内最低賃金が地域別最低
賃金＋30円以上」を満たすこと等を申請要件とします。

※要件が未達の事業者に対して、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合や、付加価値額が向上せず
賃上げが困難な場合を除き、補助金額の一部返還を求めます。

＜想定される取組例＞
• 複数のクリーニング店が、24時間365日の店舗併設型受付ボックスの設置・自動

引取システムの構築を共同で実施。顧客データの共有・分析により、無人化への
シフト、顧客引っ越し時の顧客維持や営業力強化等を図る。

• 「地域の特産品を売りとした新しい観光コース創設」をテーマに地域経済牽引事業
計画の認定を受けた事業者グループが、共同で新商品開発と製造推進を図る。

＜想定される取組例＞
完成品メーカーが、サプライチェーン業務共通利用プラットフォームを提供し、取引先中
小企業等に導入。サプライチェーン全体で情報共有・可視化することで、業務効率化・
高度化を図る。 共通利用プラットフォーム

・受発注情報 ・設計図面 ・納期、工程管理
・在庫情報 ・品質トレーサビリティ 等

民間団体等
定額補助 補助(原則1/2)
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中小企業生産性革命推進事業
令和元年度補正予算案額 3,600億円

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
(独)中小企業
基盤整備機構

運営費
交付金

事業イメージ
事業目的・概要
中小企業は、人手不足等の構造変化に加え、働き方改革や被用者保険の

適用拡大、賃上げ、インボイス導入など複数年度にわたり相次ぐ制度変更に
対応することが必要です。

 このため、中小企業基盤整備機構が複数年にわたって中小企業の生産性向
上を継続的に支援する「生産性革命推進事業（仮称）」を創設し、中小企
業の制度変更への対応や生産性向上の取組状況に応じて、設備投資、IT
導入、販路開拓等の支援を一体的かつ機動的に実施します。

当該事業を通じて、賃上げにも取り組んでいただきます。なお、積極的な賃上
げや被用者保険の任意適用に取り組む事業者は優先的に支援します。

成果目標
 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業により、事業終了後３年以内

に、以下の達成を目指します。
・補助事業者全体の付加価値額が９％以上向上
・補助事業者全体の給与支給総額が4.5%以上向上
・付加価値額年率平均３％以上向上及び給与支給総額年率平均1.5％
以上向上の目標を達成している事業者割合65%以上

小規模事業者持続的発展支援事業により、販路開拓及び生産性向上を支
援し、販路開拓につながった事業の割合を80%とすることを目指します。

 サービス等生産性向上IT導入支援事業により、事業終了後３年以内に、補
助事業者全体の労働生産性の９％以上向上を目指します。

中小
企業等

１．中小企業庁 技術・経営革新課 03-3501-1816
２．中小企業庁 小規模企業振興課 03-3501-2036
３．商務・サービスG サービス政策課 03-3580-3922

（使い勝手向上のポイント）
• 通年で公募し、複数の締め切りを設けて審査・採択を行うことで、予見可能性を高め、十

分な準備の上、都合のよいタイミングで申請・事業実施することが可能になります。
• 補助金申請システム・Jグランツによる電子申請受付を開始します。
• 過去３年以内に同じ補助金を受給している事業者には、審査にて減点措置を講じることで、

初めて補助金申請される方でも採択されやすくなります。

民間
団体等

定額
補助

補助
(1/2等)

※事業計画期間において、「給与支給総額が年率平均1.5%以上向上」、「事業場内最低賃金が地域別最低賃金＋
30円以上」を満たすこと等を申請要件とします。（持続化補助金及びIT導入補助金の一部事業者は加点要件）

※要件が未達の事業者に対して、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合や、付加価値額が向上せず賃上げ
が困難な場合を除き、補助金額の一部返還を求めます。

【基幹業務①】補助事業の一体的かつ機動的運用
①ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
（補助額：100万～1,000万円、補助率:中小1/2 小規模2/3）

中小企業等が行う、革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセス
の改善に必要な設備投資等を支援します。
②小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
（補助額：～50万円、補助率:2/3 ）

小規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路開拓の取組等を支
援します。
③サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
（補助額：30万～450万円、補助率1/2）
中小企業等が行う、バックオフィス業務の効率化や新たな顧客獲得等の

付加価値向上に資するITツールの導入を支援します。

【基幹業務②】先進事例や支援策の周知・広報
生産性向上に関する中小企業の先進事例を収集し、上記以外の支援

策とともに、ホームページ等で幅広く情報発信します。

【基幹業務③】相談対応・ハンズオン支援
制度対応にかかる相談に応じ、事業計画の策定段階から、国内外の事

業拡大等にかかる専門家支援やIT化促進支援を提供します。

34
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（参考）下請中小企業振興法に基づく振興基準改正案（該当部分抜粋）

第３ 下請事業者の施設又は設備の導入、技術の向上及び事業の共同化に関する事項
５）情報化への積極的対応

（１）下請事業者は、管理能力の向上、事務量軽減、事務の迅
速化等の業務工程の見直しによる効率性の向上のため、必要な
セキュリティ対策と合わせて、次の事項に積極的に対応していくも
のとする。
① 情報化に係る責任者の配備及び企業内システムの改善

（業務のデジタル化推進を含む）
② 中小企業共通EDI（電子データ交換）などによる電子受発

注
③ 電子的な決済等（インターネットバンキング、電子記録債権

（でんさい）、全銀EDIシステムなどの活用）

（２）親事業者は、前号の下請事業者による取組の支援のため、
管理能力の向上についての指導、標準的なコンピュータやソフト
ウェア、データベースの提供、オペレータの研修、セキュリティ対策の
助言・支援及び国・地方自治体による情報化支援策の情報提
供等の協力を行うものとする。また、サプライチェーン全体の業務
工程の見直しによる効率性向上を図る観点から、次号の配慮を
行いつつ、電子受発注及び電子的な決済等の導入を積極的に
働きかけていくとともに、自らも共通化された電子受発注又は電
子的な決済等に係るシステムへの接続に努めるものとする。

（３）親事業者は、下請事業者に対し電子受発注等を行う場合
には次の事項に配慮するものとする。

① 下請事業者に対し、電子受発注等を導入する効果、コスト負
担等の説明を十分に行うこと。

② 電子受発注等を行うか否かの決定に当たっては、下請事業者
の自主的判断を十分尊重することとし、これに応じないことを理由
として、不当に取引の条件又は実施について不利な取扱いをしな
いこと。

③ 下請事業者に対し、正当な理由なく、自己の指定するコン
ピュータその他の機器又はソフトウェア等の購入又は使用を求めな
いこと。

④ 下請事業者に対する電子受発注等に係る指導等の際、併せ
てその経営、財務等の情報を把握すること等により、その経営の
自主性を侵さないこと。

⑤ 自己が負担すべき費用を下請事業者に負担させないこと。
⑥ 下請事業者が不測の不利益を被ることがないよう、両事業者
間の費用分担、取引条件等について、事前に基本契約書又はこ
れに準ずる文書により明確に定めておくこと。

⑦ その他政府により定められている電子受発注等についての指
針を遵守すること。

（資料）「下請中小企業振興法第３条第１項の規定に基づく振興基準」の改正案に対する意見公募（令和元年１２月２４日）
※改正案に関する意見公募手続き中であり、今後の変更があり得る。 ※削除部分の表記は省略。

 下請振興基準を改正し、サプライチェーンを通じて、共通EDI、全銀EDI、セキュリティ対策などへの
対応に積極的に取り組むことを追記予定。



（参考）中小企業共通EDIに関する参考資料等について
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ITコーディネータ協会が、中小企業共通EDIの概要につ
いて解説した動画（約4分間、→イメージ画像）を作成。
同協会の「中小企業共通EDI」のページで公表。

https://www.edi.itc.or.jp/

中小企業共通EDIの概要解説動画について

中小企業共通EDIパンフレット

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2018/180514pamfletEDI.pdf

• 「平成28年度経営力向上・IT基盤整備支援事業(次世代企業間データ連
携調査事業)」実証成果や、中小企業の実証導入事例、導入時に役立つ
支援策などを紹介したパンフレットを公表。中小企業庁のホームページに掲載。

実証事業報告書

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2019/190403ed101.pdf

• 「平成28年度経営力向上・IT基盤整備支援事業(次世代企業間データ
連携調査事業)」調査報告書

• 「平成29年度中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業」調査報告書
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2019/190403ed102.pdf

https://www.edi.itc.or.jp/
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2018/180514pamfletEDI.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2019/190403ed101.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2019/190403ed102.pdf


（参考）中小企業共通EDIの仕様等について
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ITコーディネータ協会が、中小企業共通EDI仕様に準拠した業務アプリケーションやサービスの認
証を実施予定。
（参考）ITコーディネータ協会「中小企業共通EDI」のページ

https://www.edi.itc.or.jp/
「認証制度について」を参照。

中小企業共通EDIの認証について

中小企業共通EDIの仕様について
• 「平成28年度経営力向上・IT基盤整備支援事業(次世代企業間データ連携調査事業)」

（調査受託者：ITコーディネータ協会）での実証成果に基づき、中小企業共通EDI標準
（初版）を2018年3月に公開。

• 2019年6月に、全銀EDIシステム（ZEDI）や、複数税率に対応するために改訂版をVer.2
として公表。

（参考）ITコーディネータ協会「中小企業共通EDI標準のバージョンアップ（Ver.2）版の公
開について」
https://www.itc.or.jp/datarenkei/edi_ver2.html

https://www.edi.itc.or.jp/
https://www.itc.or.jp/datarenkei/edi_ver2.html


５．スマートSMEサポーターのご紹介

（認定情報処理支援機関制度）
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 中小企業等経営強化法の改正（平成30年7月施行）により、中小企業の生産性向上に
資するITツールを提供するITベンダー等を「情報処理支援機関（スマートSMEサ
ポーター）」として認定する制度を創設。

 新たにITベンダー等も中小企業支援者に位置づけ、ITツールやITベンダーの見える
化を推進。中小企業が使いやすいITツールの開発をITベンダー等に促すとともに、支
援機関のITリテラシーを向上し、両者が連携してIT導入を支援することにより、中小
企業の生産性向上を図る。

5-１．認定情報処理支援機関（スマートSMEサポーター）制度概要

経営革新等支援機関
（商工団体、士業
、金融機関等）

中小企業

経済産業
大臣

経営面
の支援

制度概要

中小機構／ＩＰＡ

情報処理支援機関
（ITベンダー等）

連携
・ITツールに関する情報提供
・活用状況フォローアップ 等

申
請

認
定

・専門家派遣
・サイバーセキュリティに関する情報提供 等

・３年ごとに更新
・信用保険制度により開発

等の資金の借入れを支援生産性向上に資する
IT導入等の支援

スマートSMEサポーター

セキュリティ実装状
況や、事業継続性に
関する考え方などを
申告させ開示する
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開示項目の属性 開示項目の例

中小企業の導入及び生産性向上の実績 ＩＴツールを提供した事業者数の実績、対応業種、業種別の実績、従業員数別の実
績など

セキュリティ対策 情報セキュリティ基本方針の公開、情報処理安全確保支援士（RISS）の資格保有者
数など

ソフトウェアツールベンダーの第三者認
証の取得状況

第三者認証（ISO27017、ISMS、Pマーク、PSQ等）取得の有無

法人基本情報 事業者名称、法人番号、所在地

相談受付窓口 電話窓口、メール窓口など

事業継続性及びデータ連携 計画的サービス停止の事前告知期間、データのインポート／エクスポートの仕様
又はAPIの開示など
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5-2.スマートSMEサポーター制度の運用状況
 平成30年7月の改正法施行を受けて、同月末から特設サイトにおいて電子申請の受付を開始。

（当該制度の性質上、認定に係る手続き類は全て電子化）

 令和元年12月19日時点で605件を認定。

 中小企業やその支援者（認定経営革新等支援機関など）にスマートSMEサポーター及びその
提供するITツール・サービスに関する情報提供を行うため、中小企業庁が登録情報を開示。

➡認定されたスマートSMEサポーターの情報は、制度特設サイト上で検索可能
https://smartsme.secure.force.com/smartsmesearch/

 登録情報は、民間事業者の活用による新たな付加価値創出を目的とし、APIにより広く提供。

https://smartsme.secure.force.com/smartsmesearch/


事務用システム
(財務会計、労務管理等)

個別業種向けシステム

システムインテグレート、
システムリセール等

企業間データ連携支援、
IoT活用、その他
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（参考）認定状況（主なスマートSMEサポーター）
 業務システムのパッケージソフト、クラウドサービスのベンダーのほか、ホー

ムページ作成支援事業者なども認定。
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5-3.スマートSMEサポーター制度活用リーフレットについて

 主対象を創業者向けに想定した「スマートSMEサポーター制度のご案内」リーフレット
を作成。

 日本政策金融公庫の窓口に配備するほか、セミナー等にて配布し、スマートSMEサ
ポーターの活用を呼びかけ。

創業時の悩みごとをITで解決するために
スマートSMEサポーターの活用を呼びかけ。

創業時の悩みごと
① 顧客・販路の開拓
② 資金繰り・資金調達
③ 財務・税務・法務に関する専門知識の不足
④ 従業員の確保
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ご静聴ありがとうございました。

冒頭にお願いしましたアンケートのご回答を改めてお願い
いたします。
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